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本 DISCUSSION PAPERは、所内での討論に用いるとともに、関係の方々からの御意見を頂くこ
とを目的に作成したものである。 
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ABSTRACT 
The use of research equipment and devices in the natural sciences are indispensable, and the cost 
of purchasing research equipment and devices at universities shows an upward trend every year. 
Taking visualization and effective use of research resources into consideration, sharing of research 
equipment has been deemed important, and accordingly, the universities’ shared facilities for 
sharing research equipment and devices has been maintained through investment from public 
funds. One might expect the shared facility to have a high effect on the implementation of 
advanced research equipment among other facilities, but there are no clear indices or techniques to 
understand this effect. In this research, an analysis on data related to the university’s shared 
facility for advanced research equipment was performed to verify the possibility of understanding 
this effect, by taking the Open Facility at Hokkaido University as an example. Based on the results 
of the analysis conducted using the facility’s user application data and academic journal database 
(Web of Science, Thomson Reuters), it was suggested that the shared facility contributes 
significantly towards the implementation of research activities. The results revealed that it is 
possible to understand the effects of a shared facility on research activities by combining user data 
and academic journal database. 
 
（白紙） 
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 Web of Science収載の論文の謝辞（2009-2011年）を対象として、研究施設に関する記述を分析
し、その特徴について明らかにした。まず、2009-2011 年発表論文の謝辞部分をリスト化（約 128














利用責任者の利用期間（年度）は平均 2.7年であり、中央値は 2年であった。最長は 7年であり、
17 名の利用責任者が毎年連続して申請していることが分かった。利用責任者の平均の利用申請




った。利用責任者の平均の論文生産の件数（2007-2014 年）は 24.4 件であり、中央値は 17 件で
あった。 
また、利用責任者の「利用期間」・「申請件数」・「利用装置数」・「利用者数」・「論文数」の 5項目





























は 6.5 回であった。2014 年の北海道大学の平均被引用数（ISI Essential Science Indicators, 






































































































































































































































































































































図表 5 共用機器管理センターの組織としての位置づけ 
 














































1) 利用可能な機器の台数が 100 以上と多い ＜多様な利用ニーズへの対応＞ 
2) 創成科学研究棟という専用の建物を有している ＜独立性の確保＞ 
3) 複数学部が（学部の枠を超えて）北大オープンファシリティに機器を登録（提供）している ＜
多様化が生まれる素地の育成＞ 
4) 学外の利用者が利用可能な技術相談・委託分析・委託加工がある ＜産業の振興＞ 
5) 学内利用者の講習会などの教育・トレーニングが充実していること ＜スキルの普及・向上＞ 
6) 利用者のニーズの調査を実施している ＜多様なニーズの把握＞ 




































年度 使用申請総数 使用者申請件数 備考 
2005-2006 9,064 172 収載様式が他年度と異なる。 
2007 5,542 266  
2008 9,574 419  
2009 10,699 522  
2010 11,318 641  
2011 12,852 660  
2012 17,092 788  
2013 21,648 853  
2014* 18,611 3248（人数） 収載様式が他年度と異なる。 
＊2014年度は 2014年 12月時点でのデータである。 










使用者申請一覧のデータの内、2005-2006 年度及び 2014 年度はデータの収載様式が他の年
度と大きく異なるため、これらを除き、2007 から 2013 年度までの「使用者申請件数」のデータを分
析に使用することにした。 
2007-2013 年度の「使用者申請件数」のデータは計 4,149 件であり、4,149 件の「利用責任者」
に関するデータが含まれているが、利用責任者ごとに区別してまとめていない。そのため、このデ


























図表 8 自然科学論文の構成と謝辞の例 
 
  
図表 9 謝辞記載の要請（英国の国立大学であるグラスゴー大学の共同利用施設） 
 
（データセットの作成） 






facility, facilities を謝辞テキストデータに含むものを抽出すると約 3.9 万件であり、さらにここから
university をテキストデータに含むものを抽出した（約 1.8 万件）。これらのデータセットは論文のア
クセッション番号を合わせてリスト化しており、論文の著者に関する情報などはアクセッション番号
により、Web of Scienceから入手することができる。 










 図表 10に示すように、論文の謝辞に関する分析として、(a)と(b)を実施した。 
(a)では、トムソン・ロイターの Web of Scienceに収載されている謝辞部分（2009-2011 年）を対象
として、研究施設に関する記述を分析し、その特徴について明らかにした。まず、2009-2011 年発
表論文の謝辞部分をリスト化し（約 128 万件）、次に facility, facilities を謝辞部分に含むものを抽
出した（約 3.9万件）。さらに、universityを含むものを抽出し（約 1.8万件）、ここから 2000件をラン

















 利用責任者の所属は兼務等を含めて、北海道大学の 26 の部局にわたっていた。最も多い部局
は、工学院・工学研究院・工学部の 22.5%、次いで、理学院・理学研究院・理学部 11.7%、生命科
学院・先端生命科学研究院 8.1%、創成研究機構 7.9%、電子科学研究所 7.0%、農学院・農学研究
院・農学部 6.5%、環境科学院・地球環境科学研究院 6.2%、触媒化学研究センター5.4%、情報科
学研究科 4.1%、医学研究科・医学部 3.3%、歯学研究科・歯学部 2.7%、薬学研究院・薬学部 2.2%、




















利用申請された装置の数は、平均 3.7 で中央値は 2 であった。利用申請されたもっとも多い装
置の数は、53（7 年間）であり、次いで 32であった。 
 利用申請された装置数のべ 1273のうち、もっとも申請が多かったのは質量分析装置 (TOF-MS)
16 
 
で 4.2%であった。次いで、超薄膜評価装置 3.9%、ファイバー光学動的光散乱光度計 3.5%、ICP発
光分析装置 3.4%、顕微ラマンマイクロスコープシステム 3.1%、ゼータ電位粒度分布測定装置 2.9%、
高分解能電界放射型走査型電子顕微鏡 2.8%、フローサイトメーター2.6%、超遠心分離機 2.4%、ナ




















とも多い論文件数は 133 件であり、これを含めて 100 件以上の論文件数を示した利用責任者は 7























 その結果、図表 12 に示すように、大きく 3 群に分けられることが示された。一番上は米国エネル
ギー省(DOE)の科学局(Office of Science)の共同利用施設のプログラムが示された。科学局は
DOE 所管の 17 研究所の内、10 について担当しており、これらの研究所は外部利用可能な user 
facilityを持っている（2015年度 27施設）。2013年度には 3万人以上の産学官の研究者が利用し
た[19]。 



















































あり、残りの 5 件は他大学等との共著であった。学内の所属では、情報科学研究科 3 件、触媒化
学研究センター2 件、大学院工学院 2 件などであった。 
 
（著者） 
 10件すべての著者に 1名以上（のべ 15名、計 13名）の北大オープンファシリティの利用責任者
が含まれていた。これら 13 名の利用責任者が同時期（2009-2011 年）に発表した論文数は合計





 10 件すべてにおいて装置名を出して謝意が表されていたが、Confocal laser scanning 
microscopeに対して謝辞を記した 2件以外は、異なる装置を記していた。記載されていた装置は、
XRD, XPS, TEM, MALDI-MS, Scanning transmission microscope (HD-2000, HATACHI), AFM, 
100 keV EB exposure system, Helicon sputtering system (MPS-4000C1/HC1, ULVAC), EB 




数の平均値は 30.8回であり、中央値は 6.5回であった。もっとも多い被引用数は 205回であった。
2014 年の北海道大学の平均被引用数（ISI Essential Science Indicators, Thomson Reuters より）
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